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改革推進会議施策点検部会（医療・福祉部会） 

                  日 時  平成２２年８月２３日（月） 

                       １３：３０～１６：２２ 

                  場 所  島根県職員会館 ２階 多目的ホール 

 

○座長  

 ただいまから改革推進会議施策点検部会の医療・福祉部会を開かせていただきます。 

 それでは、委員の皆さんには大変御多忙の中、御出席を賜りまして、まことにありがと

うございました。 

 本日の会議では、委員の皆様から具体的な御意見、御提言をちょうだいしたいと存じま

すので、積極的な御発言をいただきますようお願いを申し上げます。 

 それでは、それぞれ御発言をいただきます。 

 医師・看護師等確保対策について、このテーマから入らせていただきます。 

○委員 医師・看護師等の確保ということですが、医師がいないと女性の働き方も変わっ

てくるんだというところまで行っているというところを考慮していただければと思ってま

す。というのは、産婦人科が西部の地域では少なくて、里帰り出産ができなくなりました。

それにかかわりまして、退職前の女性が子供さんの出産にかかわることで、自分の仕事を

あきらめて娘さんの産後のところに行かなきゃいけないということもありまして、やはり

これは大変なことだなとつくづく思っております。ぜひ医師の確保ということをお願いし

たいなと思います。 

○委員 私の方は余り具体的な提言ではございませんが、この資料のつくり方について一

つお願いをしておきたいというのがございます。奨学金制度とかいうようなものは、まだ

実施から期間が余りたっていない部分もございまして、成果が実現できているかどうかわ

からないと。ところが、これには、奨学金の貸与そのものが成果であるかのような印象を

持つ資料になっているという感じがしてなりません。医師の方々が島根県で勤務をされて

初めて成果であるわけですから、奨学金を何百万出したって、それは別に成果でも何でも

ないということをはっきりした、そういう認識をした資料にしていただきたいということ

でございます。 

 それとあと、今度は施策といっても、素人でございますので何を言うかわかりませんが、

この分析によりますと、若いお医者さんには専門医の志向が非常に強いというふうに書い

議事要旨 
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てございます。専門医になることのメリットというのは一体どういうものなのかというの

が私どもには全くわかりませんで、そういうことがわからないと対策のとりようも、対策

の方向性も間違ってしまうんでなかろうかという気がしております。当然どういうことが

島根県で可能なのか、金の額には限りがあるわけでございますので、可能なところを的確

に対策を打つには、分析がまずしっかりしてなければ、間違った方向へ行って、むだな金

を使うことになるんではなかろうかという心配をしております。そんなようなことを考え

てたところでございます。 

○委員 先ほどのお答えにもなるかと思いますが、これは島根大学から毎月しろうさぎニ

ュースというのがございます。その中の小林病院長の文章の中に、地域枠で入学した卒業

生が１０年後には１２０名を超すという予定であるというふうなことが書いてあります。

地域枠で入学した学生ですから、ある期間は島根県で医療に従事するだろうと思います。 

 それが１点と、もう１点、島根県では、医師を呼ぶ、育てる、助けるという、この３つ

の目標を立てておられますが、もう一つ、せっかく島根県に勤めた医師を、どういう表現、

悪い言葉で言うと、逃がさないというか、自分の郷里へ帰させない、長く勤めさせるとい

う、そういう意味で、表現はなんですが。ですから、呼ぶ、育てる、助ける、もう一つ、

長くいてもらうという施策が必要ではなかろうかなと思います。 

 それで、これは去年、私ども島根県医師会が全国の勤務医部会を、これ当番県になりま

して島根県でやりました。そのときに勤務医からアンケートをとってます。時間がありま

せんので、あんまり言いませんけど、ちょっと要点だけ申しますが。勤務年限が１０年以

上の人が一番多いんですが、その次に多いのは１年から３年ということ。ということは、

若い先生方はかわりやすいということでございます。それから、当直明けで普通に休みが

なしに、そのまま普通どおり勤務しておるというのが７５．１％もあるということですか

ら、島根県でも、当直しても明くる日は人員不足のために、やはりそういう超過勤務をし

ておる。そして、長時間勤務の原因がやっぱり４つほど上げますと、１位が患者数が多い

という、２位が会議と書類作成に、このごろ非常に書類を書くことが多いですね、診断書

も含めて、報告書とか、そういうもの、それから３番目が自分の勉強、やっぱり勉強した

いということ、そして４番目が患者さんやら家族への説明、これらが長時間勤務の要因に

なっているということでございました。 

 それから、もうちょっと、長時間に対する悪影響の１位は、やっぱり自分の健康不安、

それから２番目が医療ミスにつながるんではないかという不安が、この２つが圧倒的に多
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かったということです。そして、おもしろいと言っちゃおかしいですが、超過勤務に対す

る処遇、約６０％近くが適切な評価を得られていない、要するにただ働きしてるというこ

とのようでございます。それにもかかわらず、職場、仕事に満足しているかという問いに

対して、ほぼ満足、不満だが我慢している、この２つが圧倒的に多いということです。で

すから、今、島根県に勤務しておられる若い先生方は、不満であるけれども、すぐ逃げ出

したいというふうな非常に不満ではないということです。まだいろいろとございますけれ

ども、時間の関係で、ちょっとこれで終わります。 

 もう１点、島根県医師会は、研修医は２年間、義務的に研修病院で研修するわけですけ

れども、この研修医がどこか県内に残って病院に勤務してほしいというような願いから、

研修医と１年に一遍ではありますけれども、懇談を開く会を持っております。その会には

研修病院の院長にも来てもらって、いろいろと話し合いとか講演会とか、そして最後には

懇親会もやりますが、ことしは、その中で初めて試みですけれども、研修医に意見発表を

してもらいました。いろいろな意見発表ありましたけれども、１点だけ申し上げたいと。

この研修医は今、浜田の医療センターにおります。なぜ私が浜田の医療センターへ行った

かというと、先輩が浜田はいいぞという勧めがあったと、それから同級生でも浜田へ行こ

うやというような話し合いもあったというようなことで、やはり何らかの在学中にいろい

ろなアクションあるいは呼び込み、そういうふうなことがあれば研修医を引きとめるすべ

もあるんじゃなかろうかなということを感じました。具体的にまだ何も考えておりません

けれど、ちょっと報告だけ。 

○委員 今、いろいろ研修医のことをお話しになりました。私、そのほかのことを申した

いと思います。 

 島根県は、よその県からしますと、島根県は医者がたくさんいていいですねといつも言

われます。それは、人口１０万当たりの医師の数は、山口県、広島県よりも上位にありま

す。しかし、その内容は、その７５％から８０％が松江、出雲にあって、石見部は本当に

勤務医不足で、極端な医師の偏在があるわけです。したがって、よく医療崩壊と言われま

すが、松江とか出雲の方は余り感じておられないと思います。大田から先の人たちは切実

に感じて、大田は外科、整形外科は全部引き揚げましたですね。それから、江津は医師が

不足で、開業医の先生が時々お手伝いに行っておられたりしておりますが。 

 それから、今度、浜田は、どういうようにいいますか、一つの医療の集約というんでし

ょうか、益田にあった脳外科が浜田へ全員移ってしまって、益田日赤が脳外科がなくなり
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ました。それで、非常によかったと言う人がいるんですね、あきれてしまうんですが。と

んでもないことで、私が見てるだけでも、最近は山大に随分紹介しましたし、福岡の方へ

紹介しております。ですから、決して症例が少ないから、その科が必要ないとか、そんな

甘いものではない。それから、島根県は非常に細長い県でして、津和野から浜田まで約１

００キロ近くあると思いますね。ですから、これは医療の集約にはなりません。医療の集

約がかえって医療崩壊を招くと私は思います。それで、津和野の人たちは、あなたたちは

山口へ行きなさい、六日市の人たちは、あなたたちは岩国、広島へ行きなさいと。これで

は、同じ県民として情けないと思います。そういう状況に現在あります。 

 先ほど里帰り出産ができないということがございましたですけど、これも非常な大きな

問題で、こういう状態が続きますと若い人たちが定着しません。益田市へ、あの近辺に住

まなくなりますね。きのう、おとといですか、話もあったんですが、若い人が自分たちは

将来的には益田には住みたくないという人がかなりいた。それは今、医療がだんだん崩壊

していく。それで、私は４５年前、益田は、鳥取大学、まだ島根大学ができてませんから、

鳥取大学から医師が来ておられまして、その先生が私に、益田は医療過疎地ですねと、そ

して文化が果てる地ですねと。非常に僕はショックを受けたんですが、確かにそうであっ

て、しかし、そのとき鳥取大学がカバーしておられたんですが、今、隣におられる委員は

日原の共存病院におられて、そこにも部下の方がおられたりして、その地域の医療を一応

カバーしておりました。なのに、島根医科大学ができましたね。これは各県１校ずつ医学

部ができたんですが、それなのに、かえって状況が悪くなってる。今や完全に昭和４５年

当時と、むしろある面では悪い状態になってると思います。 

 そういったことで、これを今、大田から西の方は、いつも私が研修会でも言うもんです

から耳ざわりになっておられると思うんですが、とにかく今このままでは島根県は、松江

と出雲、本当に津和野の方なんかが我々は山口県につけてくれりゃいいのにってよく言わ

れます。そういうふうに、本当に地域の方々が郷土愛っていうんでしょうか、島根県に対

する。そういった思いも非常に薄れていくような状態。 

 しかし、これは、皆さん御存じと思いますが、さきの参議院の予算委員会でこれが問題

になりましたね。大学を卒業した、各県１校ずつ医学部があるのに、そこを卒業した人た

ちが皆大都会に集まってしまって、出身校であるその県が医師不足で非常に困っておると。

これは大学ができた目的を達してないわけですから、だから、大学の評価にもこれは一つ

の材料になると、この辺を考え直さなきゃいけない。ですから、教育をするというよりも、
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学生たちのその以前の問題、使命感、母校愛ですとか郷土愛ですとか、郷土医療に対する

使命感をいかに持たせるかであろうと思います。 

 時間が足りませんので、その辺でおいてと思いますが、僕は８つぐらいあるんですが、

そのときに先ほどの研修医の方ともいろいろお話ししたんですが、なぜ島根県に残らない

か、島根大学に残らないかと。言いにくいことを言ってくださいということですが、やっ

ぱり魅力がないと。その魅力というのは、非常にいろいろあるわけでして、奥深いものが

ありまして、細かいことは申しません。 

 それで、やはりもう一つ、その中で先端医療とか、そういったふうなものに彼らは思い

を寄せているわけでして、それで、この島根県の場合は、あとがん対策の問題もあります

が、がん治療に関しましても非常に心もとない、県内ですね。お金持ちですとか時間の余

裕のある方は、あちこちのがんセンター等に行って治療を受けておられる。ですから、私

は、今、松江、出雲にそういったものが集中してますから、大きなことを言うようですけ

ども、益田に国立のがんセンターを誘致してほしい、これもいわゆる全科できるような、

そして研究施設もあるような。そうすると、全国からそういう専門医を呼び寄せる、そし

て魅力ある病院になれば、研修医もまたそこで集まってくるであろうと思いますし、そう

いったことで、今すぐどうするかということは非常に難しい問題がありますが、その辺の

ことも考えております。 

 それから、とにかく今、松江、出雲にいる医師がそこへいっぱい集まってるわけですか

ら、偏在してるわけですから、この偏在の解消、これを皆さんに考えてほしいんですね。

どうすればいいかということですね。 

 それから、魅力ある病院、これは先ほど話がありましたが、医師が行きたくなるような

病院でなければいけないと思います。あそこへ行ったら、すぐ教室へ向かって早く帰らせ

てくれというような、そういう病院ではいけない。やはり医師があそこへはぜひ行きたい

と、あそこなら私は行きたいというようなところへ、そして、そこはやはり病院だけでは

なくて、今度は地域の市民も、コンビニ受診ですとか、そういったふうなものをある程度

やめて、病院に勤めてる医師の勤務環境をよくしてあげるということも大事だろうと思い

ます。 

 それから、女性医師が約４割を占める。女性医師が出て、あと今度は女性医師が勤務す

るのにやっぱり出産、育児がございますから、その問題で、私が医師会病院でやったこと

は、とにかく朝９時半ぐらいに出てくればいいですよと、夕方は４時に帰ってくださいと。
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だけど、ちゃんと正規の職員として当たり前の報酬を出しますと。当直もしなくていいで

す。これはやはり男性医師とよく相談して、男性医師の理解がないとできません。やはり

それによって、その先生方は現在も勤めていただいてますし、それから２４時間、３６５

日の保育所ですね、いつでもお預かりする。これをやってるんですけど、やはりそれも先

生方が子供さんを連れてきて、時間が遅くなってもまた連れて帰られるということもあり

ますので、それは非常にいいと思っておりますが。ただ、問題は、医師の女性の場合は、

出産の後の、出産、育児の補充がきかない。ですから、そこで空白が出るというのが一つ

の大きな問題。これは他県でもそうです。よその県でもそうです。 

 それからもう一つ、研修医初め若い先生方、先ほどありましたけど、将来の展望が見え

ない。これはちょっと非常に言いにくい問題もあるんですが、後からしかられるかもしれ

ませんが、やはり今まで島根県は鳥取大学等でずっとカバーしていただいておりますから、

院長を初め多くの先生が鳥取大学のジッツなんですね。したがって、島根大学を卒業なさ

った先生方も、なかなかジッツがない。そういうジッツがないということですね。もしあ

っても、なかなか部長にはなれないとか、そういった非常に不安定要因もあると思います。

ほかの県で、この前の研修医の方にも話ししたんで、あなたたち頑張って、全部島根大学

で網羅するような努力をしたらどうですかって言ったんだけど、にやにや笑ってましたが、

よその県では実際にそれが行われたんですよ。そしたら、やはりたくさんの人が残るよう

になりました。 

 それからもう一つ、何かよくわかりませんが、山口大学ではマッチングは６９名であっ

たのがことしは８２名になった。ふえてるんです。マッチ率が５２．７％が７３．９％に

なったと言われるんですね。これ何かノウハウを教えていただくように言うんですけど、

なかなか教えていただけませんが、やっぱり何かそこで魅力があったから、そういうとこ

ろで出会っただろうと思います。 

 それからまた、今現在、島根大学では、島根県の健康福祉部の医療政策課の職員の方が

社会人入学として、全国では初めてだそうですけども、島根大学の大学院の修士課程で地

域医療支援コーディネーター養成コースというのがありまして、それで今勉強しておられ

て、その要旨を一部読ませていただきましたけど、非常に広く深くやっておられまして、

近く今度、「島根医学」に投稿していただくことに、学生さんですので無料で投稿してい

ただくように今お願いしておりますが、これに期待しております。これによって学生たち

の使命感とか、そういったふうなものをぜひ植えつけてほしいと思います。 
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 それからもう一つは、ことしから寄附講座というのがございまして、やはり県の谷口栄

作先生がプロフェッサーとなって行かれまして、今先ほどからありました地域枠の学生と

いえども、私はよそへ行きたいと言えば拒否できないわけで、そういったことで使命感を

植えつけるように、地域枠で入った者は地域枠のきちんと目的を達するように、いろいろ

指導していただくとか、使命感のそういったことですね、それを今なっておりますが、や

はり先ほどありましたように、大学だけではなしに、行政も大学も、それから医師会、そ

れから県民もこぞってこの問題を取り上げていかないと本当に解決しない問題であろうか

と思います。 

○委員 私は、医師・看護師確保対策事業につきましては一定の成果が、あるいは効果が

見られるというように考えております。これ、今後もこの内容をぜひ継続していただきた

いというように思っております。 

 私は、この看護師・医師対策とは異なりますけれども、中山間地域、離島の高齢者、患

者からは、病院へのアクセス不便という声が非常に多いわけです。コミュニティーバスな

ど定期運用の創設、維持のために、県からの支援を行う制度をぜひ創設していただきたい

と思っております。 

 今回のテーマにおける説明につきましては、病院勤務医とか看護師の確保対策が主であ

りましたけれども、医師や看護師は、一般開業医、診療所、福祉保健施設等々に多数配置

されております。特に中山間地域や離島におけるそうした開業医、診療所、福祉保健施設

等の減少、それから医師、看護師の減少が中山間地域、離島の高齢者からは不安視されて

いるところです。基本的には、病院勤務、看護師と同様に、開業医、診療所、福祉保健施

設の医師・看護師対策にこれを検討していただきたいというように思っております。 

 総務省報告にありますように、中山間地域の社会資源は圧倒的に不足しております。中

山間地域の医療資源が人口減少や高齢化とともに減少、撤退する、そういった実態にメス

を当てていただき、地域医療を守っていくことも非常に重要なことではないかというよう

に考えております。また、そうした中山間地域の民間診療所では、集落と民間診療所を結

ぶ独自のバスを運用しておるというようにも聞いております。そうした積極的な試みを支

援するような、そうした方策もぜひ検討していただきたいと思っております。以上です。 

○委員 医師・看護師の確保対策ですが、医療が安心して受けれるというのが本当に基本

的に住民の願いでして、そこでまた定着していくというふうに感じておりますが、看護師

の立場からいいますと、非常に病院の看護師も不足しておりますが、また追加資料をいた
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だきまして拝見させていただきました。在宅の方の看護師もやはり不足していて、今後ま

すますこれが大きくなっていくのかなというところで、できれば病院の看護師、そして在

宅で働く、あらゆるところで必要とされる看護師が毎年どれだけ不足をしてて、需要と供

給はどうなのかということの実態が把握していただいて、対策立てていただければと思い

ます。 

 そして、在宅で最近、入院の短期化でどんどん、１週間、１０日で病院から帰っていら

っしゃる。それを在宅で支えるということになりますと、介護度を落とさない、自立に向

けるということで一番立場的に重要なポストにいるんですが、なかなか在宅で働く看護師

も定着をしていかない。そしてまた、在宅で働く看護師の研修そのものが一般の看護教育

の中だけでおさまってるようなところがあって、非常に四苦八苦しながら結構やめていく

看護師、ころころかわっていくというのが実態になっておりますので、在宅で働く看護師

が安心してそこで能力を伸ばして、総合力を発揮できるような形での総合的に対策を立て

ていただければと思います。以上です。 

○委員 私の方は石見部、西部に位置しておりますので、西部は医療過疎ということで、

非常に死亡率も結構高いんですね、全体の島根の中から。それは検診やら、いろんな問題

もありますが、やはり医者不足、専門性というんですが、やっぱりつなげていくお医者さ

んがいらっしゃらないということで、どうしても手おくれになるという部分があるんです。

そういう意味では、ぜひお医者さんの確保ですが、その中で、私の方としては、精神科の

お医者さんをもうちょっとふやしてほしいなという部分があります。やはり障がい者を抱

え、老人も含めてですが、どうしてもてんかん発作とか、いろんなそういう脳の病気を持

っておりますので、ぜひに精神科のお医者さんをやはりきちっとクリニックで、小さな病

院でいいんです。げた履きで働きながら行けるというような、そういう病院も欲しいなと

いうふうに一番感じておりますので、ぜひその辺は、余り医者がいないのに、こんなこと

言うのはちょっと嫌なんですが、やっぱり西部に位置しとる者としては、そういう専門医

をきちっと位置してほしいなということです。 

 それから、看護師さんの問題ですけども、やはり私なんかがよく聞きますと、今は大変

なる医療の進歩で、看護師さんが今までのような看護師の形ではどうしてもついていけな

い。そうすると、看護師として何かの治療を、心臓の治療や何かもすると、つい壁の花の

ようにいて、患者さんの手を握ってこうするぐらいのことになっていく。普通コンピュー

ターを使って、どんどんどんどんお医者さんとやりとりをしながらやるということになる
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と、相当高度なやはり看護師を必要とするんですね。そうすると、看護師さんに、あなた

はこんな遠いところに来るよりか、地元の病院に勤めたらいかがなもんですかということ

を私、質問したんですが、地元の病院は先生が再々かわって、看護師としても磨くことが、

勉強ができない。それに、急患、急診というか、そういうふうなのもいろいろあるんで、

やはり幾ら忙しくてもやりがいがあって、自分が勉強した高度な看護師としてのものを磨

きたいという若い看護師さんは結構いらっしゃるようです。 

 そういう意味では、ぜひ島根県の看護短大を４年制にして、そして保健師を育て、そし

て産科の中で保健師さんがきちっとして産科医の補助、それから子供の産める状態にでき

るというふうにされると、結構保健師さんでなしに、昔でいう産婆さんと言うんですが、

そういう産科の方のところに普通の家のようにして行ってお産をした方が後のフォローが

とてもよかったり、それから夫婦で子育てのことも相談ができるんで、ぜひそういうふう

に助産師の方の位置をつけてほしいなというのは、若い親御さんなんかの意見です。 

 それから、建物は立派なんですけども、上の病院は全部がらがらっていうふうになると、

これは島根県としても非常に損失ですので、ぜひ医師、看護師、そろえてほしい。それが

西部のもう一つの核病院になれるんじゃないかなというふうに思いますので、よろしくお

願いいたします。以上です。 

○委員 私も西部なんですけれど、先ほど初めの方にお話がほかの方がされたと思います

けど、奨学金を貸しているからといって医者がふえると思わないようにしてほしいと思う

といいますか、奨学金を貸しても決して医者が根づいたりとか、ずっと島根県に残るとい

うことはあり得ないと私は思うんですよね。それで、そのためにも、もっと都会の方がお

給料がいいとか症例が都会の方が多かったりとかして、若い医者なんかも勉強ができると

いうことを、そういう話を聞いたりとかします。 

 あと、それと女性の医師が働ける環境をつくってほしいということと、それとあと島根

医大の学生が夏休みにいろいろな地域でボランティア活動をしておりますけれど、きのう

も浜田市のある場所で、救急救命医の講座を実際にお人形というか、そういうお人形じゃ

なくて、何か機械を使ったりとか、いろいろやってましたけれど、そういう島根医大の学

生が地域でいろいろ活動を夏休みなんかにする場合には、市や県が補助をするような体制

をとっていただきたいなと思いました。以上です。 

○委員 先ほどからお話を伺っておりますと、一つは、やはり対策の中に地域格差、また

病院格差、さらに労働条件格差というものがあるんじゃないかと。特にこの島根県の場合
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において他県と比較した場合について、やはり我々から見ましても、病院における経営努

力ということについても実は一言申し上げたいという点がございます。 

 我々、日常生活にあっては、医者の先生方は、特に病院を経営される方との接触という

のはほとんどないんですね。地域で行事をやっても、同じことが言えるんです。高いとこ

ろの位置におられる先生方だという意識づけがあると。特にそういう観点からいって、ま

ず１点が行政、病院、それから地域住民が一体となって地域医療を守るという、そういう

つながりが本当にできてるのかどうか。先般も、大田市の市立病院の大量の医師の方が退

職されると。なぜ前もって、もっとそういう要員計画とかをなされてこないんだろうかと、

なぜもっと地域との関連ができてないだろうかと、率直な疑問を抱くという点がございま

した。 

 また一面では、その地域の魅力あるまちづくりですね、これを進めていかなければ、当

然県外からも人は来ないし、また当地を出て他県で暮らしておる医学生なんかは帰ってこ

ないんじゃないかと。実は私の親戚関係にも２人今、医学部に行ってるもんですから、卒

業したら帰ってこいよと言うんですけども、いや、魅力ないから県外へ出たんだと、そう

いう声が聞かれます。また、私らから見たら、実は私、人事・労務関係、３５年間やり、

北は北大から南は鹿児島大学まで求人関係で歩いた経験がございます。特に常に病院側の

人事・労務管理体制が充実しとって、やはりあすこは働きやすいと、また職場の環境づく

りに大変努力をされてるというような実績を地域住民は評価していくんですね。 

 ３点目ですね、やっぱり地域住民との、常に患者の立場と医者の立場、非常にコミュニ

ケーションが私は不足してると。もう事務的でもって、病院に行っても、先生、こういう

点、こうですからと余り聞く耳持たない。忙しいから、ついそのまま流れてしまうと。そ

れでもってやっぱりヒューマンリレーションズ、人間関係ができるわけがないんではない

かという感じもございます。やはり地域とのそういうコミュニケーション、交流を通じて

情報の収集もなされ、新しい体制づくりができていくんではないかという点がございます。 

 また、もう一つは、地域の開業医さんとの関連ですね。これも病院関係の場合、私らは

どうなってるか全く素人でわかりませんけど、やはり地域の開業医との関連の中で、そう

いう体制づくりも必要ではないかと思っております。先ほどお話の中にありましたように、

確かに松江と出雲に集中的に先生方が来られると。背景の中には、やはりそれぞれの医者

の方々の子供さんの学校教育の問題等含まれてるんではないかと、そういう点もございま

すので、やはり末端のそういう声も病院サイドから聞き取るということも私は大事ではな
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いかと思っております。以上です。 

○委員 いろいろおっしゃっていただいたんですけど、私も、いろいろ偏在をしているな

と思います。精神科のことをこの間申し上げたんですけど、医師の数はふえも減りもして

ないということなんですが、私たちがかかわっているような児童、青年期の専門のお医者

さんというのは、どこにどのくらいいらっしゃるのか。発達障がいとか、いろいろ虐待を

受けた子供さんたち、いろいろ専門的な治療も必要だと思いますが、その辺が非常に少な

いと。それから、精神科の受診に付き添ったりすることもありますけれども、やはりお薬

を出す以外には３分間診療というか、それが多剤の大量処方にもつながっております。 

 それから、少年事件とかを起こした場合、山陰、鳥取、島根では精神鑑定ができるお医

者さんがいないんですね。リストをつくろうとしても、残念ながら山陰はいないというこ

とで、子供の専門の精神科医をぜひ育てていただきたいと思っています。 

 それと、島根県内での格差の話もあれば、これ全国的にも大きな格差があるわけで、私

は、もっとどしどし国の方に、働きかけをしていただきたいなと思います。この間、新聞

でちょっと見ましたけど、地域の中核病院から医師派遣をする、そういう制度に対して補

正予算を出すようなことも新聞で見ましたので、この辺は声を出せば出すだけのことはあ

るというふうに思いますので、よろしくお願いいたします。 

○委員 私の後にも随分言っていただきましたので、私の意見は出ておりますが、やはり

お医者様が、女性の医師も子育てをしながらでもきちんと勤めることが、Ｍ字カーブがな

くなるという働き方ができるという、そういうふうにしてほしいなと思います。院内保育

施設というのも本当に必要ですが、それ以外にも働き方ということにも、魅力ある働き方

ができるような環境を整えるということが島根の、子育てなら島根が一番という、お医者

様にとってもそれができるという環境がいいんじゃないかなどと思っています。 

○座長 恐らく担当部局からは意見に対して若干のコメントなどもあろうと思いますが、

あればお聞きしたいと思います。 

○医療政策課長  時間もあれなので、一々の御意見に対してのコメントではございませ

んが、総体的に皆様方からいただきましたきょうの御意見、なるほどもっともな御意見だ

と思いました。我々としても、ふだんから問題意識として持っていること、従来から医師

確保、看護師確保対策として取り組んでいることの中に、今年度から、先般申し上げまし

たが、地域医療再生計画で向こう４年間で集中的に取り組む事項として、いろいろきょう、

いただいた御意見のものに対応するようなこともやっております。なので、それについて、
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またきょうの御意見なども踏まえまして一生懸命取り組んでいきたいと思います。 

 あと一、二点ですが、とにかく医師の不足、数目の話と特定の診療科でいいますと、例

えば産婦人科でありますとか精神科でありますとか、そのとおりでありまして、即戦力を

県外から引っ張ってくるにしても、それから奨学金を貸与して県内に今後定着してもらう、

育てるという対策にしても、数をふやすということとともに、こういう不足している診療

科に対する対応というのをやっていきたいと思っております。 

 それから、奨学金、貸しゃあいいというもんじゃないというのは、そのとおりでありま

して、その方々、大学に地域枠で入学された方、その多くは県の奨学金を借りていただい

ておりますが、その方々がうまく県内に定着するように、魅力というのは非常に幅広いこ

とでございますが、研修の充実等々、大学と連携しながら、寄附講座の御紹介もいただき

ましたが、そういった手だてで大学との連携を一層深めまして対応していきたいと思いま

す。 

 最後に１点、開業医も含めた病院と、それから医療側と、それから住民側がちゃんとコ

ミュニケーションとって一体となってやっていかなきゃいけないじゃないかということ、

まさにそのとおりでありまして、かなり圏域で住民が主体となって自分の地域の医療を守

ろうという動きが出てきております。病院側からも、院長がみずから出前講座、公民館等

に出向いて情報提供して、今の病院の状況を説明するとか、そういうようなことが圏域に

よっては出てきております。こういった動きを医師会の方ともいろいろ御相談しながら、

強めていきたいと思っております。 

 きょうは、本当に我々がふだん思ってることをかなりおっしゃっていただきまして感謝

申し上げます。一生懸命頑張りたいと思います。ありがとうございました。 

○座長 それでは、次のテーマ、がん対策に移ります。 

○委員 私が思いますのは、今後の課題といいますか、働き盛りの世代のがん検診の受診

率ですが、やはり職場にいますと、どうしても年に１回とかというチャンスしかないので、

その辺の受ける機会というものがもう少しふえるような対策をしていただきたいと思って

おります。 

○委員 私は、このまとめの中では、医師・看護師等確保対策のところに書いていただき

ましたが、実はこれはどちらかというと、がん対策とか、そういうような非常に重病の、

重篤なというか、そういう病気の対策、お医者さんが専門医志向が非常に強いということ

で、先ほどほかの委員の方、お話がございましたが、当然のことながらがんなんていうの
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は多分専門医の方が必要なんだろうと思うんですけど、島根県にあちらこちらに分散して、

そういう医療機関があっても、専門医を志向されるお医者様に対応、そういう御希望に沿

うことは多分できないであろうと。 

 当然のことながら、なるべく自宅に近いところで治療を受けたいという希望は当然のこ

とでございましょうけれども、それでお医者さんがいなければ、そういう治療も、まとも

な治療が受けられないであろうと。こういうところの妥協案を考えると、やはりせめて島

根県内でそういう家族の宿泊場所とか、そういうものを確保するとか、通院の対策を補助

をするとかというようなことで、せめて拠点病院みたいなものをつくって専門医を呼んで

くると、こんなようなことが必要なのかなと思って、ここのところに書かせてもらった次

第です。 

○委員 またこの前と同じように、県の目標の３本柱、予防検診、それからがん医療水準

の向上、それから患者支援でございますが、がんは、皆様方も御承知のように、早期発見、

早期診断、早期治療でございますが、県の方でも県下６病院、拠点病院、拠点病院から益

田が外れてますけども、６つの拠点病院、これに、がん募金の資金を充てて、相当な診断、

治療の機械、高額な機械を整備されました。それで、がんは早期に発見して、早期に治療

すれば、島根県内の１病院で完結というのは無理かもしれませんけれども、この６つの病

院を連携とっていけば島根県内で完結できるであろうと私は思っております。私の周りに

も、早期に大腸がんが発見され、手術して今６年になりますけれど、全く変わらなくぴん

ぴんしておりますけど。そういうふうに早期に診断すれば、県内で連携によって完結でき

ると思います。ですから、あくまでも早期発見。 

 ところが、早期発見ということは、いわゆるがん検診ですね。がん検診の受診率、これ

は島根県に限らず、日本全国、非常に受診率が低いんです。なぜ低いだろうかなと思うん

ですが、実は私、この間、盆休みを利用してドック入りをしましたけれども、大腸がん検

診、胃がん検診、本当にきついですよね。したがって、検診がもうちょっと楽ならば、も

っと受診率は上がるんじゃないかと思いますが、これはまた皆様方にいい案をいただけば

と思います。それが１点でございます。 

 そして、このカラー刷りの平成２２年度島根がん対策強化事業、主な事業の内容という

中に、これは行政の方にお聞きしたいんですが、なぜ、禁煙対策が載ってないが、これは

入れなくてもいいというようなものというようなことをちょっと、ちらっと不安に思った

んです。そして、これはもう一つ、広島県の医師会紙を見ましたんですが、肝臓がんが非
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常に多いんで、これに対しては、肝臓がんというのはほとんどＢ型肝炎、Ｃ型肝炎で起こ

りますので、これの対策ですね。血液検査でわかるわけですから、こういう検査をやると

いうことが２点でございます。 

 もう１点、これは皆さん方も恐らく御存じないと思いますが、緩和医療というのがござ

います。緩和医療というのは、がんの緩和医療ですけれども、がんの緩和医療というのは、

がんの末期に苦痛に耐えかねて、それを緩和する医療というふうに皆さん方思っておられ

ますが、緩和医療というのは、がんの診断を受けたそのときから始まるんです。こういう

ことを余り御存じないので、これからはもっと緩和医療というものについて啓発し、そし

てこれは我々の方、医師会の方もですけれども、勉強しなくてはいけない。これは平成１

８年の１１月ですか、がん治療にかかわる者は、すべての医師は緩和医療の研修会を受け

ないけないということになっておりますので、島根県医師会でも全員に緩和医療を受けて

いただきたいと思っております。 

 私も、７月の３１日、８月１日、土日ですが、朝８時４５分から、第１日目は１時から

夜の７時半、２日目は８時４５分から６時４５分まで、２日間缶詰で勉強なり実習なり、

大変きつい勉強をしておりました。こういう医師会の方も緩和ケアの勉強をしなくてはい

けないけれども、緩和治療というものについてやっぱり啓発が必要ですし、この緩和治療

というものは、医師だけではいけなくて、看護師、介護士、それから家族、地域、そうい

った、これは後ほどの認知でも出てくると思いますけど、同じような連携が必要だという

ことで、これをもうちょっとこれから啓発していただきたいなと思っております。以上で

す。 

○委員 今、他の委員がるるおっしゃいましたので、簡単に申しますけども、先ほど言い

ましたように、がんセンターをというのは、今がんの治療は日々進歩しております。それ

ぞれの専門医、外科的な手術をする場合、それから抗がん剤を使う専門医ですね。抗がん

剤に対して非常に詳しい専門医がいます。それから、あとは放射線療法ですね。放射線療

法も、ただいろいろあるわけで、これもラエンネックとか、今のガンマナイフですとか、

いろんなものがあります。ですから、これは今、恐らく島根大学でも全部そろっていない

んじゃないかと思うんですけども、そういった県内に、この中国地方、山口県も広島もな

いと思うんですが、この島根県がひとつそういう国立のもので、がんセンターを誘致して、

本当にそういう専門の最先端の医療ができる機関、それから研究施設ですね、それをぜひ

お願いしたいと思っておるわけであります。といいますのは、皆さん、やはりいざとなっ
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たら、どこかへよそへ行って治療しておられる方、結構おられるんで、そして最後は、先

ほど話がありましたように緩和ケアで地元へ帰って最後をみとる、かかりつけ医が最後、

在宅でみとってあげるとか、そういったふうなことに持っていければいいんじゃないかと

思っております。 

○委員 患者支援対策における、がん患者団体の活動支援の充実を望みたいと考えており

ます。特に支援団体の育成を図る施設の創設を行ってほしいと思います。がん予防対策を

地域で行うためには、豊かな公共、これは鳩山政権が述べていることです。新しい公共、

これは小泉政権から出てまいりました、の役割を欠かすことができません。新しい公共と

いうのは、具体的には社会福祉協議会、公民館、農協、生協などの協同組合、ＮＰＯ法人、

市民団体、その他活動グループ、自治会、町内会も含めます、の地域において、福祉・医

療活動を行う非地縁組織とか地縁組織のことでございます。こうした団体の育成をぜひ行

ってほしいと思っております。 

 地域住民に対し、知らせる、活動する、資源と結ぶためのＮＰＯ法人を初めとするソー

シャルキャピタルの役割、このソーシャルキャピタルというのは、別名見えざる資本とも

呼ばれております。見えざる資本とは、信頼、相互扶助などコミュニティーのネットワー

クを形成し、そこで生活する人々の精神的なきずなを強めるようなものを意味します。例

えば先ほどありましたような住民の非営利組織への積極的な参加とか、活発な気風、ボラ

ンティア活動、こうしたものはソーシャルキャピタルを豊かにする要素となっております。

そして、豊かなソーシャルキャピタルが形成されている地域では、犯罪とか児童虐待を減

らし、高齢者や障がい者の生活の質を改善し、少子化を防ぎ、さらに地域の経済の成長を

促すという調査結果もあらわれているところでございます。ぜひこうした面で、がん対策

の中においても新しい公共ソーシャルキャピタルを育成する方向性を模索していただきた

いというように思っております。 

○委員 島根県のがん対策というのは本当にかなり進んでいるのではないかなということ

で、県外の方の研修へ行っても非常に注目されてるような気がしております。何よりも、

がんサロンって、患者様が中心となってというか、主体性を持っていただいて、医療スタ

ッフがかかわっていくというところで、非常にその辺が医療主体ではなくて、注目されて

いくところだと思います。これをどんどん推進していただきながら、どうかかわったらい

いのかというところを施策に反映していただきたいと思います。 

 今、病院の中では、がんサロンがあったり、それからがんのコーディネーターがいらっ
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しゃって、例えば通院の治療というのは、非常に抗がん剤の治療、最近は入院してしない

と、ほとんど外来でしてしまうので、結構経済的な負担を訴える方がかなり多いんですけ

れど、そういうところの負担であったり、がんがわかったら左遷されたとか仕事を変えざ

るを得なかったというような、若い方の訴えがかなり多いんですが、そういうあたりの相

談に乗ったり、さまざまな危惧を相談に乗ったりという、コーディネーターがちゃんと病

院にはいて、やっていらっしゃるんですが、では、一たん地域に帰られて、開業医の先生

とかかわったときに、病院とのコーディネートが切れたりとかいう声も聞きますので、病

院に確かにいらっしゃるんですけど、地域においても、そういうがんだけ取り上げるのか

ちょっとわかりませんが、あらゆる生活の部分で、がんの病気だけではなくて、病気から

波及する生活にも非常に問題が来ておりますので、そういうコーディネーターが地域にい

らっしゃって、またそれなりの地域のがんサロンがあれば、もっと皆さんがこの病気と前

向きに闘っていけるのかなと思います。以上です。 

○委員 私の方の浜田医療センターがこのたびＰＥＴを入れることになりました。あれも、

住民がぜひに西部で、がんを早期発見、早期治療につなげたいという一つの大きな夢があ

りまして、これは社協が香典返しを長年ためてたお金の一端として３，０００万ほど出し

て、市と一緒に５，０００万でこの寄附をして、一部に充ててもらったと。これは御承知

のようでございます。ただ、がんというのは、よく我々の言葉で言うと、やっぱり死ぬる

のは、死は寿命であると、本人が持ってる寿命だ。もう一つは、その寿命を全うできるの

は、いい医者に出会うかどうかで、またその寿命を全うすることができる。ぼろ医者だと

だめだということで、随分我々もきつい言葉を聞いております。 

 そんな中で、早期発見と早期治療といいながらも、どうも石見では、先ほど他の委員が

おっしゃったように、国立のがんセンターみたいな専門的なものを持ってきてもらいたい

なと、これは私も賛成です。発見はしたけども、治療はできん。それから、治療して手術

はするけど、大変悪いけども、私は来月にはほかの病院に行きますからねって言って、そ

んなんで患者が満足するでしょうか。ということになると、西部からはやはり東部、それ

から広島、山口、そういうところに行ってしまいます。そうすると、経済的な負担が非常

に多うございますので、一昨日ですか、お金がなくて、がんのやはり治療を中断したとか、

薬を中断したとかというような言葉も出ておりますが、１回のがんの注射で３万円要るん

だそうです。それを何か月に２回ぐらい通ってするとかいうんで、あんまり要るから、も

う７回目で、先生、もう様子をちょっと見てくださいって、体もえらいからっていって患



－17－ 

者が話をしておりましたけども、何か非常に金銭が要るということになると、やはりこう

いうものもちょっと医療対象にできるんかな、できないのかな、公がちょっと何か金がな

くて死んでしまうというのは寂しいなというふうに思います。 

 それからもう１点は、この間、鹿児島に行きましたときに、お医者さんの講演聞きまし

た。そしたら、すばらしいターミナル医療をして、入院をして、そこで終末の患者さんを

人間としての尊厳にふさわしいサービスというか、状態を起こしながら緩和と、そういう

ターミナルケアをしとるということ。これだけがんが多くなるとすれば、やはりせめて島

根県には１つ、２つ、西部と東部ぐらいには、そういう緩和医療、そしてターミナルケア

をできるようなところが小さくてもあればいいんじゃないかなと思います。 

 それから、ちょっとこれは深刻な問題なんですが、早期発見ということで病院にお年寄

りが、８０歳ぐらいの方が行かれたんです。そしたら、本当にこの間なんです。あなたは、

どうも検査の結果、胃がんのようでございますと。がんだからというので告知を本人にし

て、家に帰られたと。そしたら、高齢の方ですので、家族に迷惑をかけたらいけないし、

がんかどうかまだわからんのに、８割ぐらいはがんですねって本人に言う医者も医者なん

ですが、それで、その明くる日に家族がいないときに、みずから命を落としたっていうの

は、現実に我々の山間地域の中にはあるわけです。ですから、やはりがんの医師、そして

ターミナル、そして緩和医療、そして心のケアをしっかりできるお医者さん、看護師さん、

そして今言われるコーディネーター、いろんなものが整備されることが必要ではないかな

と思います。以上です。 

○委員 私は同じく浜田ですので、ＰＥＴが来ましたので、よかったと思っておりますけ

れど、このＰＥＴがありましても、実際の手術を、今さっきもお話がありましたように、

浜田からは結構広島で受けたりとか、県の東部で受ける人が多いんですよね。それで、腕

のいいと言ったらおかしいですけれど、あと長年経験があって腕がいい先生であり、また

患者の心を、気持ちとか読み取っていただけるような先生を、先ほどの医師不足に関係す

るかもしれませんけど、呼んできてほしいって思うんですよね。そうすれば、県外とかに

行かなくても済むので、ただＰＥＴを置くだけじゃなくて、その後もつなげる医療をやっ

てほしいということと、あと、がん検診ですけれど、浜田ではことしからゼロ円でありが

たく思っておりますけれど、ほかの市も、がん検診がゼロ円というので市とか県の負担が

多くなるとは思いますけれど、早期発見した方がお金も、県とか市もお金を使わなくても

済むと思いますので、そういう早期発見で助かるような患者さんがふえる方が市や県にと
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ってもいいことだと思いますので、ほかの市もやっていただきたいなと思います。 

 あと、それと資料を見ましたら、ちょっと隠岐は離島だからかもしれませんけれど、何

か高いなと思いましたので、隠岐の方の検診料を安くしてあげていただきたいなと思いま

した。以上です。 

○委員 早期発見と、それからがん検診とちょっとニュアンスが違います。ですから、と

にかくがん検診を受けると。そして、がん検診にひっかかったら、それこそ早期発見の医

療機関に行きます。そして、そこでがんと診断をされた場合は、治療法について、あなた

はこうこうだから、こういう治療法があります。これには、ここの病院はこれは苦手です

から、ここの病院はどうですかとか、そういうような説明をすることになっております。

そして、セカンドオピニオンということがございますが、もしそのとき希望して、どこそ

この病院に行きたいと言われれば、そのときの病院の検査データすべてをそろえ、添書を

つけて、そしてその方に差し上げますので、島根県内でそんなにできないんじゃなくて、

もうちょっと島根県内の医療機関を信用していただき、利用していただきたいなと。上手

に利用していただきたい。だけれど、何はともあれ一番先にがん検診を受ける。これは自

分の責任だと。いい治療をする病院がないとかどうとかは、これは第２問題だということ

をよく御承知おきしていただきたい、追加させていただきます。 

○座長 県の方で何かコメントがあったらお願いいたします。 

○健康推進課長 健康推進課は、がん検診、予防対策、がん検診の検診受診の促進という

ようなことで、がん対策にかかわってございます。 

 まず、委員に御意見賜りました、職場でも年１回以上受けられるようにというような御

意見だったんですけれども、がん検診、職場の検診に関しましては、実施主体が事業主さ

んということになっております。なかなかそこを県が２回やれ３回やれということは、助

言程度にしかできないのかなというふうに思っております。 

○健康推進課長 委員の方で御意見いただきました禁煙対策はどうなってるんだというこ

とですけれども、こちらの予算では計上してございませんが、がん対策を含めて生活習慣

予防というような形で禁煙対策に関しては実施してるところです。それから、慢性肝炎の

対策なんですけれども、こちらも現在、保健所と指定してる、数的にはたしか２１だった

んですけど、病院で肝炎の検査が無料で受けれるというようなことが可能です。もし陽性

となった場合には、必要な場合にインターフェロン治療の助成をやってると、そのような

形でがん予防対策を行っております。 
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 それから、ソーシャルキャピタルのお話ですけれども、似たような制度といたしまして

は、がん検診啓発サポーターというような、がん患者であるとか、がんに関係する団体に

ボランティアで活動していただいてる、そこの交通費等の支援等をやらせていただいてる

ところです。県の政策としては、以上でございます。 

○医療政策課長 医療機能の話でございますけど、できるだけ近いところで治療を受けた

方がいいと、いわゆる二次医療圏という中でできた方がいいという御意見もあれば、もう

少し広域的に考えて、できるだけ集約化して拠点的な病院をつくって高度な医療をと、い

ろいろ御意見あるところですが、県としては、全国のがん対策の考え方と同じであります

けど、基本的には二次医療圏、がんの場合は少し高度ですので、二次医療圏に１個ずつと

いうわけにいきませんが、拠点病院というのを指定いたしまして、例えば県西部でいいま

すと浜田医療センター、それから益田の日赤が国指定外れましたが、県の準ずる位置づけ

を行いまして、東部には４カ所ありますけど。県全体を面倒見るのが大学病院というよう

なことで少し位置づけを行いまして、それぞれでき得る限りの医療機能を確保してるとい

う状況であります。 

 それから、緩和医療も含めた普及啓発が大事だということがございますので、昨年来か

ら、いろいろキャンペーンで県民向けの普及啓発を行っているところであります。患者支

援も県内に、島根県独自、一番進んでおりますけど、県内２５カ所、がんサロンがござい

まして、そこを中心に患者さん方の自主的な動き、活動というのは活発でございますので、

この動きを支援していきたいと思っておりますし、そういったがんサロンを初めとして拠

点病院に相談員あるいはコーディネーターというお話もございました。そういう人を配置

しておりますので、患者さん、家族の方の心のケアなんかも含めた、いろんな御相談事に

対応しておりますが、そういったことを今後とも強めていきたいというふうに思っており

ます。以上です。 

〔休  憩〕 

○座長 それでは、次のテーマ、認知症における医療と介護の連携についてに入らせてい

ただきます。 

○委員 この件も、認知症の方も、やはり行政、医療、介護、看護、患者家族、地域住民、

これの取り組みが非常に必要なものだというようにものの本には書いてございます。これ、

私もこの本を読んで知ったわけですが、こういうことがございます。 

 認知症には、前段階と考えられる病的な物忘れの時期があるんだそうです。この病的な
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物忘れに対して非難をする。そうすると、忘れたことを言われるよりも非難をされたとい

うことの方が本人には強く不安、それから不信感というようなものが記憶される。ですか

ら、忘れた、例えば電話を受けて伝えんだった内容のことよりも、伝えなかったというこ

とを非難をされると、その非難されたということが強く記憶に残って、その結果、自信と

か誇りとかいうようなものがなくなって、また迷惑をかけるんではないかというようなこ

とで、本人は本人なりに頑張り過ぎる。それで、自分の殻に閉じこもって孤独になる。そ

うして認知症が進んでいくというようなことがあるんだそうです。ですから、認知症の初

期には認知症ということがわからなくて非難をするということがあるんだそうです。私も、

ちょっとこの本を読んで知りましたけど。事ほどさように認知症というものは、案外その

本質を知らないというものじゃなかろうかなと思います。 

 認知症の治療の三原則として、適切なケア、それから非薬物療法、薬物療法、３つです

ね。適当なケア、それから薬物療法でない非薬物療法、それから最後、薬物療法、この３

点があるということでございますが、いずれにしても、こういうことをよく知った上でか

かわり合いを持つということが大事だと思う。したがいまして、認知症を担当する医療だ

けでなく、もちろん看護、介護、それから地域住民、すべての連携でこれから対処してい

かなくては、認知症の人がいつまでも尊厳を残して地域に住んでいけるようにしてあげな

きゃいけないなと思っております。 

 したがいまして、医師会そのものも認知症に全く疎い専門外のものがほとんどでござい

ますので、今年度、県の方の指導もいただいて、県下で７カ所、島根県の東部で３カ所、

それから西部で３カ所、それから隠岐、７カ所で同じ研修会を開くことにしております、

現在もう走っておりますけれども。ですから、受講できなかった場合は、どこか、日にち

も場所も決まってますので、そこで受講ができることでございます。皆さん方も、そう難

しい話をするわけじゃないので、もし御希望があれば受講していただけばと思います。以

上です。 

○委員 長寿国でございますので、ますます認知症はふえていくと思うんですが、今、大

きなこれから社会問題となっていくであろうと思います。 

 私が日ごろ認知症の患者さんたちとかかわり合って思いますのは、町場の方はよくわか

りませんが、私が見てる非常に町から２０キロも奥に入ったようなところにある集落で独

居、または老老の生活、先般も老老で生活しておられまして、どちらも認知症で、結局連

れて来られたときには、どちらも栄養失調の状態でして、それが家がありますし、畑、田
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んぼもありますし、子供さんはどこ行かれたかよくわからないんです、探してもわからな

い。ケアマネさんも困りまして、どうするかと。それで、福祉の方とも相談したんですが、

結局まず栄養状態をよくしなきゃいけないというんで、医師会病院の方へ入ってもらって

体調を整えて、それから今度、次どこへ行くかという、家庭に帰ってもまた同じことの繰

り返しですから。そのときに、やはり今の個人情報保護法が非常に足かせになるといいま

しょうか、壁になって、なかなか深くかかわることができない。民生委員の方も、前から

わかってたんだけど、そういったものがある前は、そこへ上がっていって、たんすの何番

目の引き出しに何があるけん、出してきてお金をおろしてきてちょうだいよとか、何か買

うてきてくださいよとかいうことができたんだけども、そういったことができなくなって、

どうかねというだけのことで余りかかわってなかったと。それから、ケアマネさんにしろ

ヘルパーさんにしろ、深くそういったことに、個人的なことに突っ込んで対応できないと

いう問題。この方だけじゃなくて、ほかにもやはりそういう例がたびたびあります。 

 それで、よく独居でそういったことがあって、最近、その方は火事で亡くなられました。

その方も、どうするかというんで、民生委員の方、それからケアマネ、ヘルパーさん、そ

れから我々と随分話し合いをしました、どうしようかと。結局、４万幾らかの国民年金で

はグループホームにも入れない。経済的に入れない。どうするかと。生活保護をいただい

てやっていくようにしようとか、いろいろ福祉の方とも相談しておるうちに、今のような

事故が起こってお亡くなりになったんですけど、本当に今の余り込み入ったことを聞いた

り、いろいろなことをすると、逆にちょっとやり過ぎだと言われて手を引いてしまうとい

う例が多々ありまして、我々も外来で１５分や、どうかしたら３０分ぐらいかかっていろ

いろ話をしたりすることもあるんですが、本当にこれからも厳しい、そういったことが、

独居の方が非常に多うございますので起こってくると思いますし、それから子供さんたち

がおられても、遠方におられたら、なかなか生活の問題があって帰ってこられない、面倒

見ないという例もありまして、今マスコミでもいろいろありますけども、本当にどこへ行

ったかわからない高齢者というのがありますけど。今、本当に地域で、先ほどから地域で

面倒見てあげるというんですが、昔は村の中でだれかが面倒見てあげることができたんで

す。だけど、今は個人情報何とかというのができてから、みんなそれができなくなったと

いうことを、村の人たちも近所の人たちもそういうことを嘆いておられました。以上です。 

○委員 一般的に医療と介護の日常的相談窓口であるかかりつけ医に対するアンケートを

ぜひ実施をしていただきたいと思っております。認知症における医療と介護に対するかか
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りつけ医の役割とその推進、それを阻害する要因について具体的に明らかにしていただき

たいと思います。先ほど委員の方から報告がありましたような事柄のことでございます。

また、かかりつけ医からの提案というものを具体的に施策化していくということが求めら

れていると思います。 

 それから、地域包括支援センターとかかりつけ医の連携ということですけれども、ネッ

トワーク上での連携だけではなくて、早期発見、早期相談、早期治療及び予防に連動して

いく形でのネットワークの再構築を基本的に行うべきではないかと思っております。例え

ば一つの提案ですが、かかりつけ医に相談員を配置する、こういったことも求められてい

る状況ではないだろうかというように思っております。 

○委員 認知症の方と、認知症になる方がいいのか、がんがいいのかっていうのが俗語で

非常に言い方は変ですけれど、ちまたでは出ておりまして、一緒に一般の方は、私は、が

んがいい、わしは、がんがいいっておっしゃる。なぜですかっていうと、自分が壊される

と。自分らしくなくなっていく、自分がどういうふうな対応を受けるのか、今まで生きて

たものが皆崩れていくというお話をされます。ということは、まさに人権のケアだという

ふうに言い切れるかなと思います。 

 ただ、認知症というのが前にぼけ老人という言葉があって、ここ何年前に改正になりま

したけれど、認知症という認知機能の障がいであるということが明らかになって、このこ

とで救われた方がたくさんいらっしゃいます。頭がおかしい人だと、変わったことをする

人だという偏見等が今でもたくさんあるように思いますが、医学界の中でも、認知機能の

障がいであって、さまざまな分析ができるようになりました。 

 ただし、認知症の方は単体で認知症という病気になるわけではなくて、脳血管障がいが

あったり高血圧にかかっていらっしゃったり糖尿病だったりと、多くの基礎の疾患と言っ

たら変ですけど、多くの病気も抱えながら認知症の、認知機能の障がいになっていかれる

という意味においては、先ほど他の委員もおっしゃいましたけど、最初にやはりかかりつ

けの先生にかかりながら、おかしいと、何でか最近、記憶がおかしいと、家族があってと

いう形になります。そこから、それでは、さまざまな呼吸器、循環器の疾患もしながら、

専門の認知症の診断と治療に対してどうしていくのかというところの結びつけ、連動がど

の時点で、だれがしていって、先ほど他の委員がことしから医師会で研修なさってくださ

ってるんですけど、ここがまだ非常に不十分で、なかなかわしを差しおいてみたいなとこ

があって、ケアマネージャーとしては次に進めないとこがあったりする部分もあります。
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でも、どうしても専門医と開業医の先生は、いつも行き来していただくような状況で一人

一人の認知症を患った方を診ていきたいという、この橋渡し。 

 そして、この認知機能の障がいを持った人が地域で生きるためには、非常に先ほどの偏

見があります。じゃあ、隣に住めるかっていっておっしゃった方があるんですけれど、あ

らゆる問題行動というのが主になっちゃって、それでみんなが怖いと、理解しがたいと。

介護の世界でも理解しがたい。病院に入れても、すぐ帰ってくれ、付き添いをつけてくれ、

ショートステイつける、認知症、お断りします、これが今、現状なんです。非常にその人

を理解するのに時間がかかって、先ほど他の委員がおっしゃったように、理解をしていけ

ば、適切な対応で非常にその人の力が出るんですが、まだまだその辺の橋渡し、それから

地域の人からも苦情が来る、ごみが投げっ放しと。これが地域で豊かに住んでいけない具

体的な理由です。 

 そしたら、地域の方との連携も、じゃあだれがしていくのかと。そして、家族も、変な

ふうになっちゃって悲しくていけない、叱咤激励する。今まで知らなくて怒ってた自分を

責めてしまう、病気がわかってしまうと。だとしたら、診断が下ってから、次に適切な介

護方法、疾患の理解、じゃあだれが教育していくのかと、これもない。今、みんなそれが

必要だと言いながら途切れていて、認知症の方たちは時によって非常に脅威にさらされて

るのが現状になります。 

 私は、これをやっぱりしていくのが、本当に他の委員とかぶるんですけど、地域包括支

援センターではないかと思います。その中に形だけではなく、名前だけではなく、認知症

の本当に理解をしながら、専門医と開業医の先生をつないでいける力を持った、そして地

域の人たちの担当者会議にも出れると。そして、一般の方も教育できる、認知症を本当に

理解をして、その人のＱＬを守り得るようなコーディネーターの配置、これが非常に大事

かなと思います。 

 そして、県民啓発においても、ある県の方の報告聞いたときに感動したんですけれど、

本当にまさに人権のケアであるんなら、子供たちから教育してるんだと。変なおばあさん

が歩いてるわとか、認知症の研修すれば、年齢の高い方ばっかり。でも、実際うちのおば

あちゃんがってなると、働き盛りは何てことだって話になる。となると、対象者がだれに

絞られて研修がされてるのか。ですから、サポーターをどんなに養成してても、あすは我

が身のような方たちばかりでなくて、本当に家庭内から発生しても理解できるような、子

供たちから、人は老いたときにこういうふうになっていくんだと、これは決して変な人で
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もないんだという正しい理解がやっぱり子供のときからしていくと家庭に反映していくと。

こういう勉強を習ったよというところからやっぱり研修を進めていって、県民啓発してい

ただけたらと思います。以上です。 

○委員 近所の人も言っておられましたけれど、認知症の人を病院や施設にすぐ入れるこ

とができないと言っておられまして、あと浜田の医療センターなんかに相談したら、介護

の人を置いてくださいとか言われたので、浜田の医療センターには入れられなかったとお

っしゃってて、益田の日赤じゃなくて、もう一つ何とかいう、医師会病院ですか、そこだ

ったら何か介護の人を置かなくてもいいと言われたので、そこに入院させたというふうな

ことを言っておられましたけれど、介護の人がつかなくても病院だけでできるように、な

るべくそういう病院とか施設とかにしていただきたいなと思います。以上です。 

○委員 私は病院難民の体験者でございまして、母親を７年間介護を兼ねた中で見ており

ましたけど、最悪の認知症になりましたもんで。結果的には認知症というレッテルを張ら

れますと、ほとんどの病院でまず敬遠されると。おまけに２度の骨折をやってましたもん

ですので、絶えず痛みが伴うと。痛みが伴いますと、病院に行きまして、仮に入れていた

だきましても、その病院の方の体制ができてないと。よって、私は病院からすぐ来てくれ

言われた場合に、ベッドに縛りつけられてると。聞いてみたら、怒鳴られるんですね。そ

ういう背景の中で、さっき他の委員が言われましたように、適切なケアですね。若い看護

師の方は、そういう教育を受けておられないから頭からどなる。すぐ引き取りに来てくれ

という体験もございます。 

 いろいろそういう中でもって、本人も一日じゅう調子がおかしいわけじゃないもんでし

て、そういう適切なケアを受けてないと、今のどなられたとか、たたかれたとか、そうい

うことがすごく頭に残ってるんですよね。それをやはり我々の方に話してくれますと、何

でこんな惨めな思いしてこの病院にお世話にならんといかんのかという経験もございます。

最後にお世話になりましたのが安来の、固有名詞出しますけど、第一病院がございます。

ここの場合、医療と介護と両方あるんですね。母は時たま介護５でありましたもんで、し

ょっちゅう病院と介護の関係、行ったり来たりさせていただきまして、大変助かりました。

松江にはそういう機関がないんではないかと思いますね。立派な病院たくさんございます

けど、介護と医療と両面から同じ箇所にあるという、そういう施設を今後つくっていただ

きたいと思います。以上でございます。 

○委員 やはり一緒に暮らしている家族をどうサポートするかということは大事かなと思
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っています。なかなか本人が頑固で外の人を入れなかったり、お医者さんに行ったときは

しゃんとしてるんですね。それから、ケアマネさんが来たときはしゃんとしてると。でも、

実は大変だと。結局相当重度になるまで、一緒に住んでる者がとても苦労すると、ひとと

きもほっとできないと。本当に何とかできないものかなと思うんですけど、もっとひどく

なると、老人虐待一歩手前です。その辺の家族に対するケアというか、支援というか、本

人は認知症だと思っていないわけですから、福祉サービスや医療にどういうふうに導入に

行ったらよいのか、その辺に対する家族支援をお願いしたいと思います。 

○委員 地域支援体制の構築というところに認知症サポーターと、それからキャラバンメ

イトというのがありまして、モデル市町村で松江市、雲南市、平成２１年、２２年実施と

あります。この辺のところに、２１年で今どんな状態なのかなというところですね。それ

から、このサポーターとキャラバンメイトといいながら、サポートしていくという気持ち、

地域体制の連携で必要だというのはわかりますが、先ほどもありましたように、個人情報

との関連で、これが本当に機能できていくのかというようなところをちょっと心配してお

ります。でも、これがきちんと体制としてできていけばいいなというふうに思っています。 

○委員 認知症の家族も本人も、それは大変です。最近、私は、そういうケースを何回も、

夜、昼、電話をいただいたりしてるんですが、本人さんは余りわかってない、家族も大変

というんで。この資料の中の医療を要する、ちょっと精神的な医療を要する方の、この最

後のページにランクⅤいうのがあるんですけどね、表９の。これは専門医療を必要とする、

要するに精神障がいも伴ってるという、ここの部分が非常に難しいんです。病院へ行くい

っても、私はどこも悪くないっていうようなこと、それからかかりつけ医師ということで、

すごくよく書いてあるんです、この文章の中には。かかりつけ医師というのは実際あんま

り役に立ちません、はっきり言って。すごく面倒を最後まで見てもらうんじゃなくて、も

う途中でほったらかし、ほうる、これどうにもならんからというふうなんで、家族が本当

にありとあらゆる情報をキャッチするということと、それからわかった人はケアマネをし

っかりとうまく使うということ。ただ、ケアマネが普通のケアマネだとだめです。やっぱ

りお医者さんとうまく連携がとれるようにケアマネがしっかりと最後まで面倒見る、目を

離さない、手を離さないというようなことが大変だと思っております。 

 ここに書いてあるように、地域包括支援センターの役割は私は非常に大切だと思います

が、今の地域包括支援センターは介護認定を受けない元気老人をいかに元気に過ごさせて

いくか、介護保険を使わないようにするかということのみの包括支援センターなんですよ
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ね。だけども、それは今切りかえようとしておられるし、現場の我々の方も切りかえる必

要があるんじゃないかなというふうに思っておりますので、ぜひその辺の包括支援センタ

ーが認知症をしっかり抱え込んで、地域の中でキーマンになることが必要じゃないかなと

思います。それで家族を支援する、情報をキャッチする、それから地域にそれを流してい

く、その連係プレーをやっていくキーマンであろうと。 

 それからもう１点は、私のとこもやってるんですが、多機能の認知症のグループホーム

をやっております。それで、その多機能の認知症の分は、そこの定員が２５名ということ

で、その２５名の指定した人をデイサービスに通わせたり、それからショートステイに通

わせたりというようなことをやってるわけなんですが、その２５名の人はだんだん高齢に

なったり、病院に入って、ほかの疾患で入院されたりしておるわけですけども、その２５

名に入ってない人が突然として足も立たなくなって、認知症のまだ指定は受けてないけど

も、非常に手がかかる状態になってる。そういうときに、やはりそういうところでデイサ

ービスを利用できるように、枠、考え方をちょっと広げてもらって、長期じゃなくても緊

急を要するときに空きがあるならば、デイサービスを使って次の段階で認定をし、要する

に云々というふうになってくるような逃げ場を、受け皿がないと、包括支援センターの職

員も、どこに持っていくか、軽くしてあげるには、家庭にプログラムを組むんだけども、

やはり２４時間の支援は非常に難しいというところがありますので、ここのところはぜひ

認知症の対策も、がんと同じぐらいの比率で、がん以上に、やはりだれもがなるんですか

らというところで、若い子供も啓発活動をしてもらいながら地域で支える。これは理想で

すが、ひとつよろしく専門の施設が支えられるような、いい職員の研修をしてもらうとい

うことで、ここに新規の事業としてありますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。

以上です。 

○委員 今の救済という話ですね。これは現在、介護保険を利用してできるんです。実際

やってますよね。 

○委員 なかなか入院、診察も何か１カ月待ちとかね。専門医に診てもらう、江津でいえ

ば高砂、それから西川病院というふうになる。やっぱり専門医じゃないと……。 

○委員 デイサービスを利用することはできるんです。 

○委員 それはヘルプを組み立てることもできますし。 

○委員 いや、介護保険を利用して。 

○委員 介護保険でね。それは使うとります。それは、実際は家庭内でなしに、緊急にデ
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イサービスを使いたいというよりか、ショートステイを使いたい。 

○委員 ショートも使うことはできます。 

○委員 そういうふうなのがなかなか多機能の認知症の分は、もう２５名できちっとなっ

とるもんですから、非常に難しいということなんです。あれ枠があるんです。 

○委員 いや、それはそれだけれど……。 

○委員 枠があるんです。 

○委員 私は、そういうのを縦横に使ってやってますけども。 

○委員 それは結構です。多機能の件。多機能はもう枠が決まっとるんです。 

○座長 ということを含めて、県の方でコメントがあったらちょうだいします。 

○高齢者福祉課長 先ほど多くの御意見、御提案をいただきまして、本当にありがとうご

ざいました。 

 医療と介護の連携ということに関しましては、先ほどの介護、医療を含めた他職種によ

る情報の共有であるとか、あるいはアンケート調査の実施、それからマネジメントがきち

んと実施していけるような地域の仕組みづくりというような意見を寄せていただきました。 

 当課としては、まず現状におきますところの医療と介護の連携において、まず課題とな

るということを、何が課題になるかというところをまずは明確にしていく必要があろうか

ということをちょっと改めて認識をしたところでございます。先ほどの御意見も踏まえて、

いわゆる状況把握に努め、そして皆さん方から出た意見の中で、多くがやはりそれぞれ認

知症にかかわる人たちの役割、こういったところの明確化というところが非常に重要では

ないかという御意見もいただきましたので、こういったところをしっかり今後の課題とし

て検討をしていきたいというふうに考えております。 

 それからまた、複数の委員の方からもありましたけども、家族に対する支援、これも非

常に現状では不足している状況にあるというふうに考えておりますので、本年度は、まず

は家族にかかわる介護スタッフですね、こういったところが適切に認知症を理解して、御

家族に適切な助言、アドバイス、こういったことができるような研修というものを実施し

てまいりたいと考えております。 

 それから、御意見の中には、認知症高齢者に対する介護サービスの質の問題であるとか、

あるいは入所施設の不足といったような御意見もございました。まず、サービスの質の向

上については、やはり介護従事者の研修、これは徹底してやっていかなければならないと

いうことで、県としてもこの役割を担ってますので、ぜひこの辺を促進をしていきたいと
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いうこと。それから、あと整備につきましても、県としましては、できるだけ地域偏在と

いうようなことが起こらないように、どの地域にあっても必要なサービスが確保できるよ

う、市町村がこのサービスは構築するわけでございますけども、できるだけそういった市

町村支援も含めて、市町村ともども進めていきたいと考えております。 

 特にこの認知症対策の推進ということに関しては、一つだけ当課からお話をしておきた

いのは、当課においても非常に重要な施策の一つだというふうに認識をしております。当

課では、既に外部の有識者から成る認知症対策検討委員会というものを設置してございま

す。ここで認知症対策の全般にわたる施策の方向性というものを決定しているところでご

ざいまして、今後もこうした施策の方向性というようなところにつきましては、私ども行

政職員による判断のみではなくて、専門医であるとか、あるいは関係団体あるいは住民の

代表者等、幅広い人材によって事業構築というようなところをしっかりとつくり上げてい

きたいなと考えておりますので、本日の御意見、御提案についても、こうした場で一つず

つ検証していきたいと思っております。ありがとうございました。 

○座長 それでは、次のテーマ、子育て支援について御意見、御提言をちょうだいいたし

ます。 

○委員 子育て支援については、いろんな問題を解決していく方法がとられておりまして、

いろんな支援もたくさんしておられますけれど、子供さんが大きくなった場合、若者の結

婚の問題に対しまして、今、現実的には若者が結婚しない人が多くなっていると思うんで

すよね。また、結婚しても子供を産まないというようなのが多くなってると思いまして、

若者が結婚する場合に、市とか県がお金を何か出したりして結びつけないと、結婚する人

がふえないんではないだろうかと。結婚するのにお金を出したからといって、すぐふえる

ということはあり得ないと思いますけれど、でも、多少でも、そういうお世話をしておら

れる方などがいろいろしやすいようにお金を支援されたりとか、そうした方が少しでも結

婚問題が解決していくんじゃないかと思っております。 

○委員 御承知のとおり、当県の場合、過疎と高齢化、それに加えて少子化の進行によっ

て人口の減少に歯どめがかかってないんではないかという点がございます。先般もちょっ

と触れましたように、昭和５５年の島根県の人口が９２万９，０００人、これをピークに

しまして２０年の１２月末におきましては７１万９，０００人と、約２１万人の大変な数

の人口が減ってきてるという点がございます。さらに、この要因の少子化の状況は、予想

以上に早く進んできてるという点がございます。言うなれば未婚社会の到来ということが
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言えますけども、特に今は時代の趨勢としまして晩婚化、晩産化と、これが顕著になって

まいっております。 

 これを全国的に見た場合、今の生産年齢人口というのが１５歳から６４歳まで、これが

要するにワースト記録に近いところにあって、秋田県と島根県と、一番最下位の争いをし

てるという実態にございます。一方、出生率の面を見た場合、島根県の場合は１．５５と

全国でも６番目ぐらいの位置にございますけど、ただし、これは人口１，０００人当たり

の面から見た場合に、逆にこれは７．１８ですか、全国から見た場合に、これ下から１４

番目という位置づけにあるんですね。 

 こういう背景の中で、果たして少子化対策、どのように取り組んでおるんだろうかとい

う疑問がございます。特にこのまま進んでまいりますと、地方経済の崩壊はもとより、地

域の衰退につながってくると。すなわち税金を納める人間もいなくなると。そうなった場

合、どうなるかということですね。一体どの辺でどのようにお考えになって対策を講じて

きてるのかと。実は私も、少子化対策室の方々５名と一緒になりましてハッピーコーディ

ネーターという縁結び役をボランティアでやっております。大変な面がございます。毎月

２回、相談会を設けて対応しておりますけど、実態の生の声聞きますと、非常に今の若い

人の場合、いろんな事情を抱えてると。 

 御承知のとおり、雇用問題に関しましても、正規社員と非正規社員が５０、５０の割合

にあると。その中で、結婚したくても結婚できない層と、また生涯自分は未婚で通したい

と、この未婚で通したいという層は６％なんですね。だから、言うなれば、結婚したくて

もできないという層が非常に多いという点がございます。割合からまいりますと、現在、

２０代の男女の、特に２０代後半の割合からまいりますと、未婚率がほぼ２人に１人、５

０％なんです。３０代、４０代の前半に入ってまいりますと、５０を超えてる実数が出て

くるんではないかと。特にことしの国勢調査に関する数値でも、非常に注目すべきではな

いかという受けとめ方をいたしております。 

 何とかしてこの活動をと思って我々もいろいろやっておりますけど、なかなか活動して

くれるボランティアの方の数も少ないし、また予算も非常にわずかであって、秋田県の例

をとりますと、やはりワースト記録からいかにして脱皮を図るかということでもって、言

うなれば、県の予算をおつけになられて結婚支援センターをおつくりになるし、いろいろ

と施策を講じてまいっておられます。 

 先般来、私、富山から石川、福井と、それぞれ裏日本の県を回ってまいりましたけど、
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どこの知事さんの考えとしましても、やはり少子高齢化対策が一番ですと言われるんです

ね。当県の先ほど先般もらった資料なんか見ましても、少子化対策、ちょろちょろっと書

いてある程度なんです。果たしてこれから人口問題に対してどのような考え方でもって取

り組んでいかれるのか。その辺をあわせた中でお尋ねしたいと思っております。以上です。 

○委員 同じようなことになるかと思いますが、若者に対して本当にお金を出していない

です。５，３００億の県の予算のうち一体どれだけあるのかと、きちんと出してほしいで

す、財政課さん、改革推進会議って、予算をチェックするのかと思ってたんですが、資料

をちょっとつけていただきましたが、安心こども基金１２億のうちで、しまね子育て支援

プラス事業はたったの８，０００万ですよね。さらにこの８，０００万の中で、私たちの

ように特別支援が必要な家庭の支援、若い人たちがつらい状況に置かれてるのは家庭のせ

いだけでないので、こういうふうに書かれると、ちょっときついかなと思うんですけれど

も。８，０００万のうちのたった４００万です。多分県の全体の予算のうちでここに落ち

てるのは０．０００７５％かな。安心こども基金の中でも非常に少ないですね、０．３％

かな。それでいいのかなと思います。 

 安心こども基金が消えたら、もう予算がなくなると。もちろん国に関しても、いろいろ

内閣府でつくってる子ども・若者育成支援事業の概要の一番新しいところをつけていただ

いたんですけども、内閣府も立派な法律と、支援のためのガイドラインと、ネットワーク

作りをおっしゃるんですけれども、予算については何にもない。私も、あした上京して、

国に要望します。県についても県単の予算つけるべきだと思います。幾らでもほかに財源

はあるのでは。例えば行政委員会の委員、日当制にすれば３，０００万、４，０００万浮

くでしょう。それから、ここの安心こども基金の「資料１」見てください。大体国の補助

金なんですが、県単の予算ついてますよ。施設入所児童支援事業、障害児施設給付費の中

に、括弧の中に入ってます。だから、ここからでもひねり出すことはできるというふうに

思います。 

 ちなみに、引きこもり等のガイドラインが出て、新しい内閣府からの統計が出ました。

資料としてつけさせていただいてます。これは全国の数ですが、島根県版で計算をし直し

てみました。平成２１年の統計で、全国で３，８８０万人のうちの１．７９％が広義の引

きこもりで６９万人と書いてますが、島根県の場合、１５から３９歳まで１８万７２人で

す。きょう、調べました。そして、全国と同じ比率だと考えて１．７８％足すと、広義の

引きこもりが３，２２３人です。それから、引きこもり親和群ですね、これは全国３．９
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９％ということで、全国１５５万人ですが、島根県、同じように換算しました。７，１８

５人です。両方合わせると約１万人ですね。このあたりに関してはほとんど施策を打って

いらっしゃいませんので、ぜひ検討していただきたいと思ってます。 

 １０何年来申し上げているんですけれども、若年層に対しては本当に支援がありません。

ちょっと押せば、すぐ就労できるような元気な若者に関しては、国も１０月補正で新卒生

に関しては幾らかの就労支援をやると言っていますけれども、私がやってるような困難を

抱えてる若者に関しては本当に何にもないです。雇用関係、やはり最終的には就労して経

済的に自立するか、ある程度の給付を付けて、生活保護や障がい年金ほど要らないですけ

ども、ある程度の給付つきの職業訓練。今やってる緊急人材育成支援基金事業に関しても、

３，５００億、国全体で使ってるんですけれども、島根県で受け入れられた人はわずかで

す。そして、そこにも行けない若者たちっていうのは本当に何の支援もないです。私は若

者たちの居場所をやっています。児童養護施設でも１８歳をすぎてそこを出たら先があり

ません。カウンセリングだけではだめです。夜間の宿泊も必要です。私たちは緊急時の宿

泊を今もやっています。 

○委員 就労まで行くのにいろんな支援が必要なので、予算の方をぜひ県単でもつけてい

ただきたいし、国にももっとしっかり要求をすべきだろうというふうに思います。よろし

くお願いします。結婚する前にひとり立ちできなきゃいけないですから。 

○委員 それでは、幼稚園とこども園のことです。保育に欠けるという要件が撤廃された

ということは、とてもうれしいことだと思っております。それから、そこの多様な事業主

体の参入ということで、客観的な基準を満たせばというような書き方がしてありますが、

どんな基準なのかなというところはちょっと教えていただければと思います。 

 その次のイメージ２のところの保育ママの要件として、保育士、または一定の研修修了

者というのがありますが、一定の研修修了者、その研修とはどういうものがされているの

かということが知りたいと思います。 

 それと、今のさまざまな訪問型のイメージとしてありますが、この訪問型としては、食

事とかというのはどういうふうになるのかなということと、例えば訪問先の子供さんが幼

児、病気の場合とか、病院に連れていってくれとかということにも対応するのかな。そう

いうときにはどうなのかなという。 

 それからもう一つ、すべてのこども園で看護師を配置することということは、とてもい

いことだと思っております。子供さんが安心して休まれるかなということ。でも、その看
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護師さんが例えば１名の場合は、看護師さんが週休のときにはどうするのかということが

ありますので、ある程度の地域でもう１人予備の看護師さんが対応できるような形にでき

るといいのかなというふうに思っております。 

 もう一つは、さまざまな保護者の方の苦情に対しまして、例えば認知症の分の中に、権

利擁護相談窓口というのがありますが、保護者の方の、学校関係なんかにも、こういうの

はきちんとあるんですが、そういうものもやはり必要じゃないかなと思っています。 

○委員 子育て支援のことですが、私は以前も話をしたんですけども、高齢者のデイサー

ビス、ちょうどここ院長さんも言っておられますが、高齢者のデイサービスに学童保育、

放課後の人を入れて、きちっとうまくやってるところが佐賀の方にもあるわけですね。そ

れをきょう調べてきたかったんですが、時間がなくて調べることができませんでしたけど。

知事の本部長で佐賀独特のことをやっておられます。お金をかけて何か建物を建ててとい

うよりか、もうこんなにすそ野が広くて問題があると、やはり一人一人の県民が啓発、い

ろんな面にやっていかないとだめなんかなと思いますので、ぜひこれはやってほしいなと

いう一つの私の願いです。 

 それからもう一つは、２４番にあります子ども支援センター事業というもの、これ島根

県の警察本部長が各市に委託をしとる事業ですけども、これ私、警察の仕事をしとったと

きに、ここやら益田やら見に行ったんですね。非常にいい形で運営をしておられるんです

けども、じゃあ、この受けている４市の中で市民がこの子ども支援センターを理解してい

るのかというと、どうも聞いてみると、わからない、そんなのがあるのかねとかいう程度

に終わってしまっておるもんですから、ぜひこの子ども支援センターのきちっとしたやは

り社会性を持たすいうか、市民権をとれるような啓発活動と同時に、だれもがげた履きで

行きながら、もっと、益田に行ったときには音楽療法とか、それから松江に行ったら、い

ろんな受験勉強を教えるとか、何かおもしろい企画をしておられるんですよね。それを見

たときに、ほかの市は一体何たることかと。我がとこの市を見ましたら、だれも知っとら

ん言うんです、こんなもんがあるいうのを。ぜひよろしくお願いします。以上です。 

○委員 私は今、島根県少子化対策協議会の会長を仰せつかっております。県の少子化に

対する施策を逆に提案させていただくという立場にありますので、きょうの皆さんの御意

見というものを参考にさせていただきたいと思っております。その上で、１点ほど意見を

述べさせていただきたいんですが、私が提出いたしました意見書の中の２番、意見提出の

視点から述べさせていただきます。 
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 島根県の少子化対策事業を主に担ってきたのは、先ほどから述べておりますように、新

しい公共とかソーシャルキャピタルとか、こうした形での市民の活動が主体となってきて

おります。１０年来、私、この少子化対策協議会の会長を務めさせていただきましたけれ

ど、このような新しい公共やソーシャルキャピタルの育成ということを主眼に置いて務め

させていただいたところでございます。先ほど提出していただきました資料では、１０７

団体が県の事業のこれまで助成を受けて活動しております。でも、実際には５００団体以

上の活動が現在、県内の中でも行われているわけです。こうした形で対応がなされている

のは、恐らく県の施策の中でも少子化対策にかかわるそれぞれの事業、これには大きく割

合があるのではないか。つまりこうした形での育成というものを今後も行っていただきた

いと思っております。どうしてもこの事業団体としましては助成がある間は活動ができる

わけなんですけれども、切れてしまいますと、なかなか厳しい状態に陥ってしまいます。

ぜひこうした事柄についての継続、発展を願う立場から、こうした助成の継続もあわせて、

あるいは新しい助成方式の事業展開というものも創設していただきたいというように思っ

ております。 

 県の方でコメントがあったら、ちょうだいいたします。 

○青少年家庭課長 非常にたくさんの御意見をちょうだいし、ありがたく思っております。 

 最初のところで、結婚対策というお話をいただきました。お金を出すやり方、いろんな

やり方があるかと思いますけれども、委員さん、御紹介いただきましたけれども、縁結び

のボランティアとしてハッピーコーディネーターの皆さんに活動をお願いして結びつけて

いただいたり、あるいは市町村あるいは民間活動の団体が出会いの場をつくるという、そ

うした出会い創出事業も支援するという形で、できるだけ多くのカップルが誕生し、結婚

し、子供をもうけるということに結びついていけばなということでやっておりますし、こ

れからも、いただいた御意見を参考にしながら取り組んでいかなければいけないと思って

おります。 

 その上で、現場でいろいろ問題があるというところも実際ハッピーコーディネーターの

皆さんがよく御承知だというふうなところもありますので、県、行政のサイドとそうした

ボランティアの皆さんとの意見交換の場も、ことしから力を入れてやっとるところですけ

れども、そういったものが今後の施策に生かしていけるようにというふうに思っておりま

す。 

 それから、そうした意味では、今の委員さんからありましたソーシャルキャピタル、新
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しい公共の部分をどう生かしていくのかということは非常に大事だと思っております。大

きくは、我々の少子化対策の部分だけではなくて、あらゆる分野でそうした民間の力とい

うのが大切だと思っておりますし、そこの部分では環境生活部の所管になるかとは思いま

すけれども、連携をしながら、そういった団体が引き続き活動が継続し、また活発になっ

ていくような仕掛けを我々も知恵を絞っていきたいなというふうに思っております。 

 それから、子育て支援、少子化対策、私どもの課で所管しておる部分たけではございま

せん。実際に困難に直面してる若者たちが自立していくためには、就労に結びつけていく、

あるいは場合によっては、そういう医療的ケアに導いていくということが大事だと思って

おります。こういったところも、商工労働部との連携もしながらやっております。資料と

してお示しした安心こども基金の予算額、これは私の方の所管部分の安心こども基金での

予算額というところでございまして、それ以外、若者の就労対策の部分にも多々予算はつ

ぎ込んでやっております。現実になかなか就労できない、したがって、結婚もなかなか思

うようにいかないという実情がこれまでも繰り返し私どもも伺っておりますので、そうし

た困難を抱える方々が少しずつ自分の道を切り開いていけるようなサポートをこれからも

考えてまいりたいというふうに思っております。 

 それから、委員からございました、以前別のところでも伺いました、高齢者と子供たち

が一緒に交流する場、それがまた高齢者の隠れていた能力を呼び起こすというような取り

組みが他県であるということを伺って、お話を伺ってから早速ちょっと調べたりもしてお

りますが、どういった形ができるのか、市町村の皆さんとも連携が必要だと思っておりま

すので、今後、研究を重ねてまいりたいというふうに思っております。 

 それから、委員の方から御質問がございました。先般、追加資料でお送りいたしました

子ども・子育て新システムで描かれている幼保一体化を初めとした各種子育てのスキーム

でございますが、これは先般、この要綱、枠組みが決まったばかりでございまして、この

具体のところはこれから詰められていくというところで、本日、御質問にお答えする部分

はございませんが、また詳細が見えてまいりましたら、県民の皆様にも当然理解していた

だけるように情報提供は努めてまいりたいと思っております。以上です。 

○座長 それでは、次の最後のテーマ、障がい者の就労支援について意見等を伺います。 

○委員 個々の障がい者の方の就労支援ということに特別なアイデアがあるわけではない

んですけども、就労支援をする事業所等をどう活性化していくかと、こういう話の意見を

少し書かせてもらったんですけど。７ページか何かに書いてあったと思うんですけれども、
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障がい者就労支援事業にかかわる課題というのがたくさん上げてございます。私も全部承

知してるわけではないんであれなんですけども、どうも運営をされる主体ですね、どうい

うところが運営されるのかと。その法的な性格とか組織のあり方、規模等がそれぞれに異

なっておって、それから当然のことながら職員の方の熟練度といいましょうか、それから

利用者の方のいわゆる障がいの重さといいますか、大変さというのがかなり差があるので

はなかろうかなという印象を持った次第でございます。 

 当然ながらそこの中で、我々民間の経済人としては、何かの施策をするには、それの成

果の測定のルールというものが必要だというふうに常に考えるわけでございますけれども、

こういう千差万別の施設の中にあっては、相互の比較であるとか評価の手段というのがほ

とんどないのではなかろうかなというふうに勝手に想像しておるところでございます。ほ

かの施設の状況を理解するという手段も不足を多分しておるんだろうと思います。あそこ

は、うちとは違う。うちは、こんな条件があるから、多分こういうことで決着がついてし

まうんじゃなかろうかなというのが、この課題を見たところの印象でございました。 

 その中で何らかの対策をとってるとすると、当然のことながら成功体験のモデル施設と

いうのをつくる必要があるのではなかろうかというのが、そういう民間の経済的な理屈の

中からいうと、そんなことになるんじゃなかろうかということでございます。もちろん県

の財源にも限りがあるわけでございますから、モデルをたくさんつくれば一番ええわけで

ございますけども、そういう金は多分ないんでございましょうから、重点的な事業所を選

定をすると、こういうことが必要なんだろう。どうやってその重点事業所を選択するかと

いうのが今の話で、評価の手段もないのに、どうやってやるのかというのか一番問題にな

るわけでございますけれども、一番最初、しょっぱなは、かなりラフな選択にならざるを

得ない。けれども、最初に初発の事業所はどうしても大変、モデルがないわけですから大

変ですけども、２番目、３番目はモデルがあって少し楽になる。だから、初発に選ばれる

ことが必ずしも楽ではないということだろうと思います。そういうようなことも含めて、

成果発現までの期間というのを設定をした上で順次の入れかえ戦をやっていただくと。こ

んなことが理屈なのかなというふうに思っております。 

 それから、今の話で、よその状況を理解をするには、もっと県等が仲介をして人的な相

互交流が必要なんだろうなというふうに考えて、よその状況がわからないというような課

題もあったようでございますけれども、できればモデル事業、そういうモデル事業所みた

いなものができれば、そこを研修の受け入れ機関にしていくと、こんなようなことが必要
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なのかなというふうに思ってます。 

 それから、そういうモデル事業所をつくるときの専門的な指導は、ころころかわられる

行政の職員ではとてもやれんだろうというふうに思ってますので、当然のことながらそう

いう方面の指導者というんですか、地域の企業、それから住民が参加をするといいますか、

そういう方と結びつけられるようなプロの指導者というものを擁する支援チームというの

が必要なんだろうなというふうに思います。 

 就労支援そのものではございませんけれども、そういう事業所のあり方を考えると、そ

ういうことになるんではなかろうかなというふうに考えた次第です。以上です。 

○委員 私は、障がい者の就労支援策には大きく分けて２つあると考えております。１つ

は、加齢、疾病、障がい、ストレス、こういったようなことによって体と心の弱まりに対

処しつつ、労働市場とつながりを続けるという、そういうための方策です。日本では、長

時間労働の増大に伴い、職場でうつ病などが急増しております。精神障がい者の労災申請

件数、これは古い資料ですが、２００７年は１６．２％、前年対比です。それから、労災

認定が３０．７％というように、前年対比でふえているわけでございます。 

 これに対して、２００５年度から、いわゆる国の出先ですけれども、障害者職業センタ

ーの中では職場復帰支援プログラムが開始されております。このプログラムは、雇用保険

を財源として高齢・障害者雇用支援機構が運営するものです。しかしながら、医療機関と

の連携は非常に弱くて、また受け入れ可能な人数も限定されておりますので、全国でもま

だ５００人程度にとどまっているというのが実態です。さきのリーマンショック等によっ

て不況が全国的にも押し寄せており、多くの障がい者が雇用の打ち切りをなされていると

ころです。そうした面からも、こうした職場復帰支援プログラム等々の島根県版というよ

うなものもぜひ考えていただきたいというのが１つです。 

 もう一つは、今回説明がありました福祉的な就労の場である福祉施設から一般就労への

移行策ということです。現在、障がい者の自立支援法が凍結状態にありまして、新政権に

よるこの法案がどのように変化するか、これが非常に重要なことですし、慎重に見守る必

要があろうかと思います。その上で、今回の説明のあった諸事業の一層の充実を図ってい

ただきたいというように思います。 

 この中で重要なことは、障がい者手当はあくまでも障がい者の生活保障に要する費用で

あるということ、障がい者の雇用、労働保障、具体的には就労促進とか福祉的就労等の就

労支援策、これとは全く異なるということであります。すなわち障がい者には一般健常者
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同様に、生活権及び労働権、いずれも同時に保障されなくてはならないということです。

どちらかか一方が保障されればよいというものではない。こういった視点をしっかりと持

っていただきたいというように思っております。 

 企業への啓発、こういったことも先ほどの２つの側面からアプローチすることが求めら

れていると思われます。また、販路拡大や他業種連携、企業経営者への啓発などは直接的

なアプローチが試みられておりますけれども、１、高齢者や障がい者が生き生きと暮らせ

るまちづくり、２、社会的弱者に優しい地場産業の活性化、３、自然と伝統文化と農業に

よる地域ブランドの創設と流通、４、それらの総合によって社会的弱者をも含めた地域雇

用を創出していく。こうした４つの視点が必要であるというように述べております。 

 しかし、このように一工夫も二工夫もこれはしていかないといけないということが求め

られております。例えば今回説明がありました山陰合銀の事例には、障がい者アートとい

う素材が仲介役を担っております。地域には障がい者アート人材や事業所が多く存在して

おります。そうした人材や事業所を育成、継続支援し、まちづくり、地域ブランドの創設、

地域雇用創設に結びつけていくことも一つの方法ではないかと思っております。 

○委員 障がい者の賃金をもっと高くしてあげられないんでしょうかということと、それ

と、精神障がい者であっても、これはＮＨＫの教育テレビで再放送を二、三週間前にして

ましたけれど、精神障がい者であっても小学校の図書館司書として働いておられる方が話

しておられましたけれど、島根県もそのようなことはできないのかなと思いまして、状態

のいいような方とかでしたら、なるべくいい職につけてあげるとか、そういうふうなこと

をしていただきたいなと思っております。 

○委員 なかなか精神障がいの部分は進んでいないようにまだまだ思っておりますが、中

でも発達障がいとか、ちょっと言いにくいですけど、人格障がいとか、その辺の方には、

なかなか仕事ができる状況をつくり出せていないと思いますね。いろんな多様な働き方、

そしてとても個性的な方で、コミュニケーションが下手なら下手なりにやっていけるよう

な形の就労をやっぱりつくっていかなきゃいけないのじゃないかと思っております。 

 それから、障がい者の方も、働け働けコールで、疲れてこられてると思うので、自立支

援法が今凍結状態ということですが、当事者サイドから見たら、どういうことが必要なの

か。私たち、居場所をやっておりますが、障がい者雇用枠で就労できても、もし何かあっ

たときに安心して頼りにできる、そういうところがあって初めて仕事が続けられるわけで、

その辺のところがどうも置き去りにされてきたのではないかと思っております。 
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 その辺のところを民間が拾って障がい者雇用の枠にもはまらない方たちの受け皿として

頑張ってきておりますので、その辺にもう少し、単年度毎の委託事業とか補助事業ではな

くて、私たちも自主財源をつくる努力は最大限やっておりますけれども、その辺はもう少

し安定的な予算をつけていただきたい。年度末に次年度の心配で倒れそうにならないよう

に、新しい公共という歯が浮くような言葉ではなくて、実質的に民間で頑張ってるところ

が事業を継続できるような財政支援をぜひお願いしたいと思います。 

○委員 実は今、委員さんの方がお話ございましたけど、賃金の問題について、実は私、

安来でもって知的障がい者の施設とちょっと関連したりもしますけども、とにかく不況に

なると仕事がないとなりますと、仕事をいただきに歩く自体が大変だと。我々関係してる

関係者について、もう５年間ほど全くボランティアでもって経営をやっております。でき

る限り生活を保障という面に対して、障がい者の方に１円でも多く、そういう労務費が払

えるように努力いたしておりますけども、各民間企業さんの方にも仕事をいただきに、い

ろいろ訪問してまいります。パン焼き器一つ買うについても大変な苦労が要るし、さらに

いろいろと寄附をお願いして回るんですけども、不況になりますと、あそこからもらえる

予定がストップになったり、大変なそういう背景があります。合銀さんのように、なかな

かスムーズに、ほかの小さい施設は運営できないというのが実態でございます。以上です。 

○委員 これは私がぜひ言わせてもらいたいと思って。島根県は、自立支援法になりまし

て、私も大人の施設の知的障がい、授産的なこともやり、工賃倍増もやっております。ち

ょっとここで言うのはごますりじゃないかと思われますが、島根県は非常に前向きです。

この工賃倍増、それから障がい者の問題ということは、知事を初めとして非常に予算のな

いところで予算をつけていただいとるというんで、関係者は感謝しております。その中で、

今は非常に一般も雇用が難しいという経済の冷えてる状態ですので、どうしても１週間と

か、そういう訓練的なものは企業にさせてあげるけども、雇用となれば、ちょっとほかの

人の首を切らにゃならん状態なんで、こらえてくれというのが西部の状態です。 

 その中で私が思うのは、せっかく就労している、就労・生活で随分苦労して開発したり

して就労してる人たちが途中でやめてしまうケースが結構たくさんあるわけです。それを

未然に防ぐには何かといったら、やはりジョブコーチをきちっとつけるべきだと私はかね

がね思っております。それで、都会は就労・生活の中にジョブコーチの枠の職員が１人も

２人もおって、それが１カ月でもついていって、その人たちが定着し、それから周囲の職

員ともコミュニケーションがとれるような、いろんなことをしながらつなぎをしておると
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いうことなんです。島根県はと言うと悪いんですが、職業センターがジョブコーチを持っ

てて、我々の施設にお願いをしますということで、本当に二、三日ぱっぱと、石見地域な

らここに行ってくれ、あこに行ってくれいうぐらいのジョブコーチなんで、その程度のジ

ョブコーチじゃどうにもならないんじゃないかなと。だから、せめて松江と西部地域には

就労・生活の中に枠を別にして、職員が兼ねられませんから、ジョブコーチとしてのやは

り職員が置けるようになれば、もっと定着するんじゃないかなということが１点あります。 

 それから、発達障がいの就労支援センターを私のところでやっております。それは自立

支援法で２年間という枠なんです。ですけども、実際に今、２カ月ほど、半年やった中で

３カ月ほどトレーニングをします。発達障がい、アスペルガー、そういう人のトレーニン

グをします。だけども、それだけではどうにもならないというのが最近、今、悩みとして

来ております。それで、手帳ということになると、小さいときから告知がしてないんで、

手帳で児童相談所へ行くいって言うたら、本人はいいと言うんだけど、今度は相談所やら

病院の前ではストップがかかるということで、精神福祉手帳というものをとるというのも

非常に本人が拒否をされます。 

 それから、やはり若者居場所づくりということで今、松江ではありますけども、西部に

はございません。それで、岡山のＮＰＯの人が島根に来て、いろんなことをやりながら指

導して、西部にも時々来て指導されるという程度のことなんですが、この若者の居場所づ

くりを３カ月や４カ月してもどうにもならん。最後はやはり、先ほどちょっと話がありま

したように、働くということと、工賃をそれなりにもらいながら生きがいを感じるという

ようなことを持っていくとすれば、今の自立支援法でのＡとＢだけではこの人たちを救う

ことができない。だから、何か職業的な保護雇用的なことをしながら、この人たちが２年

間でもきちっと工賃をもらいながら、そして次につなげるという、就労じゃなくて、そこ

である程度働きながら生きがいを感じられるというようなものがやはり拠点施設には要る

んじゃないかなと思ってます。 

 その中に、今、島根県が島根ブランドを創設したいということで県が大変前向きに予算

をつけていただいておりますので、それのブランド品の中に、そういう人たちを組み込み

ながら、繰り返し繰り返し何か企業的なベースでブランド品として全国に発信できるよう

なことを考えていき、指導を仰ぎ、専門家を入れてやっていく必要があるんじゃないかな

と思っております。以上です。 

 それでは、ここで県の担当の方からコメントがあれば、ちょうだいします。 
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○障がい福祉課長 いろいろ御意見をいただきましたけれども、私の方から福祉的就労あ

るいは一般就労への移行ということで、まとめてちょっとお話をさせていただきたいと思

います。 

 福祉的就労の場の特に工賃向上についての取り組みなども、これまでもやってきており

ます。成功体験のモデルが必要という御指摘もありまして、こういった取り組みもやって

きておりまして、そういったものをベースにしながら、間もなく９月１日付で県の障がい

者就労事業振興センターというものを立ち上げる予定にしております。これを今後動かし

ていくわけですけれども、その中で、これまでモデル事業などで取り組んできたもの、あ

るいは販路の拡大とか、そういったことで取り組んできたもの、そういったもののノウハ

ウをその中にぜひ反映させて取り組んでいきたいなというふうに思っております。 

 それから、一般就労への移行について御意見ございましたけど、確かにこれすごく大切

なことだというふうに思っております。これについても、これまで障害者就業・生活支援

センター、中ぽつセンターと言っておりますけど、こういったところを中心にやってきて

おりますが、その中でも、いろんな関係機関とのネットワークが少しずつ充実してきてい

ると。労働局とか特別支援学校とか企業団体とか、そういったネットワークもできつつあ

りますので、この連携をより一層強めて取り組みを進めていきたいなというぐあいに思っ

ております。 

 それで、先ほど発達障がいの話なども出ましたですけども、障がい者制度につきまして

は、制度の谷間と指摘されるような問題もあります関係から、国の方で障がい者制度改革

推進会議というところで抜本的な議論が進められてきておりますけれども、私どももその

方向を注視しながら今後の取り組みを進めていきたいと思っておりますけども、それと並

行しながら、これも御指摘ありましたように、いろんなところで県民の皆さんが一層障が

いというものについてしっかり認識をしていただく、理解が広まるということが大切であ

ろうと思っております。 

 昨年度から鳥取県がスタートされております、あいサポーターという制度があるんです

けれども、これは個々の障がいの具体の課題などについて広く県民の皆さん方がよくそれ

を理解して、どういうサポートが必要かといったようなことを学び、そして一人一人のレ

ベルで実践者になっていくという取り組みですけども、こういったものも参考にしながら

取り組んでいきたいと思っております。 

 いずれにしても、たくさん貴重な御意見を先ほどいただきましたので、今後の取り組み
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に反映させていきたいと思っております。以上でございます。 

○座長 それでは、すべてのテーマについて御意見をちょうだいしましたが、全体を通し

て何かありましたらお受けいたしますが、手短にお願いいたします。 

○委員 財政課の改革推進会議ということで、最初、施策点検ということは、限られた県

の予算の中での優先順位を見るのかなと思ったんですけれども、今回の健福の部会では、

この事業だけのところしか見せていただけなかったので、県全体のほかの土木もあれば教

育もあるというところとのバランスとか、その辺は全然見えなかったですね。健福の中で

どうこういうだけではどうにもならない部分がありまして、きょうの議論の中でも、ほと

んど削れないというか、ぜひとも必要なところばかりだったと思います。ほかの部署の必

要性がない予算をこのようなところに回していただけるような、そういう予算の点検とい

うか、予算の優先順位を私たち県民も参加してつけていくような、今回、初めて参加させ

ていただいて、とてもうれしかったんですけれども、もっともっと県民が予算編成に参加

できるようにしていただきたい。 

○委員 今回、２回ほど日にちを設けていただきましたけれど、県の方の話などが余り聞

けなかったので、まだ３月３１日まで期日を設けられておられますので、できたらもう１

回ぐらい何か皆さん集まって、県の方の意見とかを聞くことができたらありがたいなと思

っております。 

○座長 今、２つの意見については、最後のところでありましたらお答えください。 で

は、委員の皆さんには大変積極的な、また貴重な御意見をちょうだいいたしました。感謝

を申し上げます。私の不手際で、およそ円滑な運営とは、進行とは言えませんが、皆様方

の御協力に感謝を申し上げます。 

 なお、本日出されました意見については、１０月ごろ予定されてるやにお聞きをしてお

りますが、改革推進会議に報告をされ、必要なものについては来年度の予算編成の参考に

されるということも伺っております。ぜひきょうの皆様方からの御意見がしっかりと県の

方にも反映されるよう、私の立場からもお願い申し上げておきます。皆様方の御協力に感

謝を申し上げながら、マイクを事務局の方にお渡しいたします。 

○事務局 活発な御意見ありがとうございました。 

 今後ですけれども、きょうの会議の意見は、取りまとめました上で皆さんにもお返しを

する。それから、改革推進会議、それから県議会の方にも御報告をしたいというふうに思

っております。あわせて、県のホームページの方にも掲載をいたします。その上で、１１
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月以降の来年度予算の編成、要求、編成と入っていきますが、その中でどういうふうに生

かしていくのか、それから先ほどありました今後の会議の運営等につきましても、ちょっ

とこれ改革推進会議の方にも御報告をいたしまして、その辺の今後の予算編成なり施策の

あり方とどういうふうに結びつけていくのかということについても考えていきたいと思い

ます。 

 一応きょうのところは、今回この２回でやるということでございましたので、一応これ

で貴重な御意見をいただいたということで承らさせてもらいます。ありがとうございまし

た。 

 


